
第1章​ 総則 
 
第1条 (約款の適用) 
株式会社グローバルトラストネットワークス（以下「当社」という）は、「GTNモバイルサービス法人契約約款」（以
下、「本約款」という）を定め、これにより本サービスを提供します。 
 
第2条 (約款の変更) 
１. 当社は、民法548条の4の規定に基づき変更を要する理由が合理的と認められる範囲で本約款を変更する
ことができるものとします。この場合には、料金その他の提供条件は、変更後の約款によります。 
２．当社は本約款を変更するときは、当社のホームページ(https://gtn-mobile.com)その他当社が別に定める
方法により周知します。なお、変更後の約款は、当該効力発生時期が到来した時点で効力を生じるものとしま

す。 
 
第3条 (約款の公表) 
当社は、当社のホームページ(https://gtn-mobile.com)その他当社が別に定める方法により、本約款を公表し
ます。 
 
第4条 (用語の定義) 
本約款において、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

本サービス 本約款を契約の一部として提供される当社サービスの総称 

本契約 本サービスの利用に関する契約 

契約者 本サービスの契約者 

課金開始日 本サービスの利用に係る料金（初期費用、一時費用を除く）が発生する起算日として当

社が指定する日 

解約日 本契約の解約の効力が生ずる日 

SIMカード 契約者識別番号その他の情報を記憶することが出来るICカードであって、当社が契約者
に貸与するものをいう。 

ユニバーサルサービ

ス料 
総務省が実施するユニバーサルサービス制度に基づくユニバーサルサービス提供の確

保のための負担金です。１の電話番号につき数円を当社が契約者より徴収し、その全額

が基礎的電気通信役務支援機関を通じて、東日本電信電話株式会社または西日本電

信電話株式会社に支払われます。 

https://gtn-mobile.com
https://gtn-mobile.com


MNP MNP（Mobile Number Portability）とは、携帯電話・PHSの利用者が携帯会社を変更し
た場合に、電話番号はそのままで変更後の携帯会社のサービスを利用できる仕組みで

す。当社が提供するサービスのうち、契約の態様が貸与となるサービスはMNPの転出
入ができません。 

 
第5条 (本サービスの提供区域) 
日本国内、かつ、株式会社NTTドコモ、ソフトバンク株式会社、および楽天モバイル株式会社（総称して、以下
「モバイル事業者」という）が定める提供区域のうち当社が指定する提供区域とします。 
 
第6条 (契約者向けアプリのIDおよびパスワード) 
１．契約者は、当社が契約者に対し付与するIDおよびパスワードの管理責任を負うものとします。 
２．当社は、契約者が本契約の権利を行使するにあたり、契約者に対し、IDなどの提示を求めることがありま
す。 
３．契約者は、IDおよびパスワードを第三者に利用させないものとします。ただし、約款で別の定めが規定され
ている場合にはこの限りではありません。 
４．契約者は、IDおよびパスワードが窃用されまたは窃用される可能性があることが判明した場合には、直ちに
当社にその旨を連絡するとともに、当社からの指示がある場合には、これに従うものとします。なお、当社は、ID
などの窃用による契約者の損害または契約者が第三者に与えた損害について責任を負わないものとします。 
 
第7条 (専属的合意管轄裁判所) 
当社と契約者の間で訴訟の必要が生じた場合、訴額に応じて、東京簡易裁判所または東京地方裁判所を第一

審の専属的合意管轄裁判所とします。 
 
第8条 (準拠法) 
本約款に関する準拠法は、日本法とします。 
 
 
第2章​ 申込および承諾等 
 
第9条 (申込) 
１．本サービス利用の申込（以下、「申込」という）は、本約款の内容に同意の上、本サービスの内容を特定する

ために必要な事項を記載した当社指定の書面を提出して行うものとします。 
２．本サービスにおいて、音声機能付SIMカード利用の申込をする者は、本人確認（携帯音声通信事業者によ
る契約者などの本人確認等および携帯音声通信役務の不正な利用防止に関する法律（平成17年31号）第9条
の規定に基づくものであって、氏名、住所、生年月日等の契約者を特定する情報の確認を行うことをいいます。

以下同じとします）のために当社が別途定める書類を提示する必要があります。 
 
第10条（契約の成立） 
１．本契約は、契約者が本サービスの申込を行い、当社がこれを承諾したときに成立するものとします。 
２．当社が申込を承諾した場合、当社は契約者に対し、書面または電磁的方法により契約内容を通知するもの

とします。 
３．本契約の成立後であっても、契約者が本契約に基づく義務を履行しない場合、または申込時に虚偽の情報

を提供したことが判明した場合、当社は本契約を解除できるものとします。 
 
第11条 (申込の不承諾) 
１．当社は、申込者が次の各号に該当する場合には、申込を承諾しないことがあります。 
① 本サービス利用のために契約者が満たすべき要件が満たされていないとき 



② 申込に係る本サービスの提供または当該サービスに係る装置の保守が技術上著しく困難なとき 
③ 申込者が、当該申込に係る本契約上の債務の支払いを怠るおそれがあると当社が判断するとき 
④ 申込者が当社と現に締結し、または、従前締結していた契約において、債務不履行または不法行為を行った
ことがあるとき、もしくは当社により当該契約が解除されたことがあるとき 
⑤ 申込書に不備があるとき、もしくは虚偽の事実を記載したとき 
⑥ 違法、不当、公序良俗違反、当社もしくは当社のサービスの信用を毀損する、または、当社サービスを直接
もしくは間接に利用する者に重大な支障をきたす等の態様で本サービスを利用するおそれがあるとき 
⑦ その他当社が不適切と認めたとき 
２．当社が前項の規定により、申込を拒絶したときは、当社は、申込者に対し、当社所定の方法によりその旨を

通知するものとします。 
 
第12条 (権利義務の譲渡制限) 
契約者は、本契約上の権利義務を譲渡、売買、質権の設定その他の担保に供する等の一切の処分をすること

は出来ません。 
 
第13条 (契約者) 
契約者は、約款およびその他の本サービスに関する諸規定に従って本サービスを利用するものとします。 
 
第14条 (契約の単位) 
当社は、一つの電話番号ごとに一つの契約を締結します。 
 
 
第3章​ 契約事項の変更 
 
第15条 (本サービス内容の変更) 
契約者は、本約款に定めがある場合には、本契約の内容の変更を請求することができるものとします。 
 
第16条 (契約者の名称等の変更) 
契約者は、氏名または名称、住所または居所その他当社が指定する事項に変更があったときは、当社に対し、

速やかに当該変更の事実を証する書類を添えてその旨を届け出るものとします。 
 
第17条 (契約者の契約上の地位の引継) 
１．契約者が法人の場合、合併、解散等により法人格を失ったことに伴う契約者の地位の承継の取扱いについ

ては、次のとおりとします。 
① 合併後存続する法人、合併もしくは分割により設立された法人または分割により営業を承継する法人（以下
「承継人」という）は、合併等があったことを証明する書類を添えて、当社所定の方式により、当社に地位の承継

を請求していただきます。 
② 当社は、承継人から地位の承継の請求があったときは、第11条（申込の不承諾）第1項各号の規定のいずれ
かに該当する場合などの理由がある場合を除き、これを承諾します。 
２．契約者の名義を変更する場合、本契約は終了となり、名義変更される者（以下、「新契約者」という）は、当社

と新たな契約を締結するものといたします。左記の場合、新契約者は、携帯電話不正利用防止法に基づき、本

人の氏名並びに所在地が確認できる書面を提示しなければなりません。なお、手続きの時期に関わらず、名義

変更の効力は翌月1日から生じるものとします。 
３．前項の場合、新契約者は既契約における利用者識別番号を継続して利用できるものとする。 
 
 
第4章​ 契約者の義務 
 
第18条 (契約者の義務) 
契約者は、次の義務を遵守するものとします。 



① 故意に契約者回線を保留の状態としたまま放置し、その他通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わない
こと 
② 故意に多数の不完了呼を発生させる等、通信回線のアクセスの集中を生じさせるおそれがある行為を行わ
ないこと 
③ 本サービスの一般的な利用と比較して著しく異なる利用があり、それにより電気通信サービスの円滑な提供
に支障を生じさせるおそれがある行為を行わないこと 
④ その契約者回線以外の電気通信回線に着信のあった通話を他の電気通信回線に転送する等により、その
契約者回線を使用して他人の通信を媒介しないこと 
⑤ 特定の相手先への通話を迷惑行為となるほど大量に行わないこと 
⑥ 一方的な発信または機械的な発信等により一定時間内に長時間または多数の通信等を一定期間継続しな
いこと 
⑦ 音声ガイダンスへの一方的または長時間の通信を一定期間継続しないこと 
⑧ 本契約に基づき貸与されるSIMカードおよび通信機器を適切に管理し、第三者による不正利用を防止するこ
と 
⑨ SIM カード等に登録されている契約者識別番号その他の情報を読出し、変更し、または消去しないこと 
⑩ 契約者回線について、本サービスの提供に係る移動通信装置等の端末設備または当社が貸与している 
SIM カードを業として貸与しないこと 
⑪ 本約款および当社が特に認めた場合を除き、契約者以外の者に本サービスを利用させないこと 
⑫ 本サービスの利用に関して、契約者の責めに帰すべき事由により、他の契約者、第三者に損害を与えた場
合、契約者自身の責任と費用において、解決する義務を負うこと 
⑬ 不特定多数人との通話を大量に行うことが想定される業務等の目的に利用する行為を行わないこと 
⑭ 契約者が発信すること自体により収益を得る目的で利用する行為を行わないこと（契約者自身が本約款の
範囲内で通常の商用行為として行う場合を除きます） 
⑮ 特定の期間内に複数の電話番号へ発信し、極めて短時間のみ通話する等、通常と異なる利用形態で利用
する行為を行わないこと 
⑯ 本約款のほか、本サービスに関するその他の契約等の定めに違反し、またはそのおそれのある行為を行わ
ないこと 
⑰ 前各号のほか、公序良俗に違反し、第三者の権利を侵害し、または本サービスに関する当社の業務の遂行
もしくは当社の電気通信設備に支障を及ぼし、または及ぼすおそれのあると当社が判断する行為を行わないこ

と 
 
第19条 (禁止事項) 
１．契約者は、次の各号のいずれかに該当する事項を行ってはならないものとします。 
① 違法、不当、公序良俗に反する態様において本サービスを利用すること 
② 当社または当社のサービスの信用を毀損するおそれがある態様で本サービスを利用すること 
③ 当社のサービスを直接または間接に利用する者の当該利用に対し支障を与える態様において本サービスを
利用すること 
④ 第三者に対し、販売、または利用を許諾する目的において本サービスを利用すること 
⑤ その他以下に該当する行為をすること。 

a. 電子メールの送受信上の支障を生じさせるおそれのある電子メールを送信する行為 
b. (a)のほか、当社もしくは他社のインターネット関連設備の利用もしくは運営、または他の契約者の平均

的な利用の範囲に支障を与える行為または与えるおそれがある行為 
c. 無断で他人に広告、宣伝もしくは勧誘する行為または他人に嫌悪感を抱かせ、もしくは嫌悪感を抱かせ

るおそれがある文章等を送信、記載もしくは転載する行為 
d. 他人になりすまして各種サービスを利用する行為 
e. 他人の著作権、肖像権、商標、特許権その他の権利を侵害する行為または侵害するおそれがある行為 
f. 他人の財産、プライバシー等を侵害する行為、または侵害するおそれがある行為 
g. 他人を差別もしくは誹膀中傷し、またはその名誉もしくは信用を毀損する行為 
h. 猥褻、虐待等、児童および青少年に悪影響を及ぼす情報、画像、音声、文字、文書等を送信、記載また

は掲載する行為 



i. 無限連鎖講（ネズミ講）もしくはマルチまがい商法を開設し、またはこれを勧誘する行為 
j. 連鎖販売取引（マルチ商法）に関して特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号）に違反する行為 
k. インターネット接続機能により利用しうる情報を改ざんし、または消去する行為 
l. ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信し、または掲載する行為 
m. 犯罪行為またはそれを誘発もしくは扇動する行為 
n. (a)から(m)のほか、法令または慣習に違反する行為 
o. 売春、暴力、残虐等、公序良俗に違反し、または他人に不利益を与える行為 
p. その他、当社のサービスの運営を妨げる行為 
q. 上記(p)までの禁止行為に該当するコンテンツヘのアクセスを助長する行為 

 
第20条 (契約者の義務違反) 
契約者が、第18条(契約者の義務)または前条(禁止事項)に違反し、当社が損害を被った場合にあっては、当社
は、契約者に対して賠償請求をすることができるものとします。又、契約者が本サービスの利用に関して第三者

に与えた損害につき当社が当該第三者に当該損害の賠償をしたときは、当社は、契約者に対し、当該賠償につ

いて求償することができるものとします。 
 
 
第5章​ 品質保証、責任の限定等 
 
第21条 (本サービスの品質保証または保証の限定) 
１．本サービスにおいて、モバイル事業者の移動無線通信に係る通信網において通信が著しく輻輳したとき、電

波状況が著しく悪化したとき、またはその他モバイル事業者の定めに基づくとき、通信の全部または一部の接

続ができない場合、接続中の通信が切断される場合があり、その場合当社は、当該事象において契約者また

は第三者に発生した損害について何ら責任を負うものではありません。 
２．前項に定める事項のほか、本サービスは、その通信の可用性、遅延時間その他通信の品質について保証

するものではありません。 
 
第22条 (当社の免責) 
当社は、本約款において明示的に規定された場合を除き、前条によって定められた品質保証の違背、その他、

契約者が本サービスの利用に関して被った損害(その原因の如何を問いません。)について賠償、返金、料金の
減免等の責任を負わないものとします。 
 
 
第6章​ 利用の制限、中止および停止並びに本サービスの廃止 
 
第23条 (利用の制限) 
１．当社は、電気通信事業法第8条の規定に基づき、天災事変その他の非常事態が発生し、もしくは発生するお
それがあるときは、災害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保または秩序の維持に必要

な通信その他の公共の利益のために緊急を要する通信を優先的に取り扱うため、本サービスの利用を制限す

る措置を採ることがあります。 
２．当社は、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰および児童の保護等に関する法律（平成11年法律第
52号）において定める児童ポルノを閲覧または取得するための通信を制限する場合があります。 
 
第24条 (利用の中止) 
１．当社は、次に掲げる事由があるときは、本サービスの提供を中止することがあります。 
① 当社の電気通信設備の保守または工事のためやむを得ないとき 
② 当社が設置する電気通信設備の障害等やむを得ない事由があるとき 
２．当社は、本サービスの提供を中止するときは、契約者に対し、前項第1号により中止する場合にあっては、そ
の14日前までに、同項第2号により中止する場合にあっては、事前に、その旨並びに理由および期間を通知し
ます。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りではありません。 



 
第25条 (利用の停止等) 
１．当社は、契約者が次の各号に該当するときは、本サービスの提供を停止または利用を制限することがありま

す。 
① 本契約上の債務の支払を怠り、または怠るおそれがあることが明らかであるとき 
② 本サービスに係る契約の申し込みに当たって当社所定の書面に事実に反する記載を行ったことが判明した
とき 
③ 第16条(契約者の名称等の変更)に違反したとき、または第16条の規定により届け出た内容について事実に
反することが判明したとき 
④ 第18条(契約者の義務)の規定に基づき定められた契約者の義務に違反したとき 
⑤ 第19条(禁止事項)の規定に違反したとき 
⑥ その他本約款に違反したとき 
⑦ 本サービスの契約者への提供が適切でないと、当社が判断したとき 
２．当社は、前項の規定による措置を講ずるときは、契約者に対し、あらかじめその理由および期間を通知しま

す。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りではありません。 
 
第26条 (本サービスの廃止) 
１．当社は、当社の判断により、本サービスの全部または一部を廃止することがあります。 
２．当社は、前項の規定により本サービスの全部または一部を廃止するときは、契約者に対し、廃止する日の1
ヶ月前までに、その旨を通知します。 
３．モバイル事業者の電気通信サービスの提供が、契約の解除その他の理由により終了した場合、本サービス

は自動的に廃止となります。 
 
 
第7章​ 契約の解除 
 
第27条 (当社による解除) 
１．当社は次に掲げる事由があるときは、本契約を解除することがあります。 
① 第25条（利用の停止等）第1項の規定により本サービスの利用が停止または制限された場合において、契約
者が当該停止または制限の日から2ヶ月以内で当社が定める期間に当該停止または制限の原因となった事由
を解消しないとき。ただし、当該停止または制限が同条第１項第１号の事由による場合は、当該契約を直ちに解

除することがあります。 
② 第25条第１項各号の事由がある場合において、当該事由が当社の業務に支障を及ぼす恐れがあると認め
られるとき。 
２．当社は、前項の規定により本契約を解除するときは、契約者に対し、あらかじめその旨を通知します。 
３．第26条（本サービスの廃止）第１項の規定により、本サービスの全部または一部が廃止されたときは、当該
廃止の日に当該廃止された本サービスに係る本契約が解除されたものとします。 
 
第28条 (契約者による解約) 
１．契約者は、本契約を解約しようとするときは、解約の当月末日を解約日とし、本約款もしくはwebサイトに定
める手順に従い、当社指定の書面を当社の指定する場所に届け出ていただきます。この場合、本条第2項に基
づき当社にSIMカードを返還します。 
２．契約者が本契約を解約する場合、貸与機器がある場合は当社に返還するものとします。 
３．本条による解約の場合、解約月における全ての利用料その他債務を契約者が負担するものとします。 
 
第29条 (機器の選定) 
貸与機器は、契約回線数に応じて、または契約者が指定できる種類等がある場合にはその種類等の中から、

当社が選択して貸与するものとします。 
 
第30条 (機器の管理) 



１．契約者は当社が貸与する貸与機器につき、次の事項を遵守するものとします。 
① 当社の事前の承諾がある場合を除き、貸与機器の分解、損壊、ソフトウェアのリバースエンジニアリング、そ
の他貸与機器としての通常の用途以外の使用をしないこと。 
② 当社の事前の承諾がある場合を除き、貸与機器について、貸与、譲渡その他の処分をしないこと。 
③ 日本国外で貸与機器を使用しないこと。 
④ 貸与機器を善良な管理者の注意をもって管理すること。 
２．当社は、第三者が貸与機器を利用した場合であっても、当該貸与機器の貸与を受けている契約者が利用し

たものとみなして取り扱います。 
３．本契約が事由の如何を問わず終了した場合、その他貸与機器を利用しなくなった場合には、契約者は、遅

滞なく貸与機器を当社に返還するものとします。 
４．当社は、契約者との本契約が理由の如何を問わず終了した場合、もしくは貸与機器を利用しなくなった場合

は、当該本契約にかかる貸与機器に登録された一切の情報を、当社が別に定める方法により消去するものと

し、契約者は一切異議を述べないものとします。 
 
第31条 (故障が生じた場合の措置等) 
１．契約者は、貸与機器に故障が生じたときは、可及的速やかに当社が定める方法によりその旨を当社に通知

すると共に当該貸与機器を当社に返還するものとします。 
２．前項の返還があったときは、当社は、代替貸与機器の送付を行います。 
３．貸与機器の故障が契約者の責によるものである場合には、契約者は、当社に対し、当該貸与機器の回復に

要する費用（以下「再発行手数料」という）として料金表に定める金額を支払うものとします。 
 
第32条 (亡失品に関する措置) 
１．契約者は、貸与機器を亡失した場合は可及的速やかに当社が定める方法により当社に通知するものとし、

当社は、当該通知があったときは代替貸与機器の送付を行います。 
２．当社は、亡失品（第28条（契約者による解約）第2項、第30条(機器の管理)第3項および前条(故障が生じた
場合の措置等)第1項に定める返還がなかった場合の当該貸与機器を含みます。）の回復に要する費用につい
て、事由の如何を問わず、料金表に定める亡失負担金を当社が発行する請求書により契約者に請求するもの

とし、契約者は、当社に対し亡失負担金を支払うものとします。 
３．亡失品は、契約者の責任において、法律に従って処分するものとし、亡失品が発見される等の事情により当

社に対して返還または送付された場合であっても当社に支払われた亡失負担金は返金しないものとします。 
 
第33条 (ソフトウェアの利用) 
１．契約者は、本サービスにおける通信を行う場合において、当社が提供するソフトウェアを利用することができ

るものとします。 
２．契約者は、前項の利用の場合において、別途当社が定めるソフトウェアに関する使用許諾条件を遵守する

ものとします。 
 
 
第8章​ 料金等 
 
第34条 (契約者の料金支払義務) 
１．契約者は、当社に対し、本サービスの利用に関し、料金表に定めるところにより料金を支払うものとします。 
２．この場合において、初期費用の支払義務は本サービスの申込を当社が承諾した時点で、月額利用料の支

払義務は課金開始日に、一時費用の支払義務は当該一時費用の発生に係る契約内容変更の申込を当社が承

諾した時点で、それぞれ発生するものとします。 
３．本約款の他の条項および個別規程で定める場合を除き、本サービスの利用に伴って継続的に課金される料

金について、課金開始日が暦月の初日以外の日である場合にあっては当社が定める日割計算式を適用して算

定するものとします。 



４．第23条(利用の制限)、第24条(利用の中止)ならびに第25条(利用の停止等)の規定により、本サービスの利
用が停止または制限された場合の当該停止または制限の期間における当該サービスに係る本サービスの料金

の額の算出については、当該サービスの提供があったものとして取り扱うものとします。 
 
第35条 (最低利用期間) 
本契約について、最低利用期間内における解除、契約内容の変更その他本約款で定める事由が発生した場合

には、契約者は、別添「本サービスに関する料金・サービス内容」に定めるところにより、契約解除料を支払うも

のとします。 
 
第36条 (料金の支払方法) 
契約者は、本サービスの料金を、当社が指定する期日までに、当社が指定する方法により支払うものとします。 
 
第37条 (割増金) 
本サービスの料金の支払を不法に免れた契約者は、当社に対しその免れた金額の2倍に相当する金額を支払
うものとします。 
 
第38条 (遅延損害金) 
契約者は、本サービスの料金その他本サービス契約上の債務の支払を怠ったときは、その支払うべきこととさ

れた日の翌日から支払いの日の前日までの間の当社が定める日数について年14．6％の割合（年当たりの割
合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とします）で算出した額の遅延損害金を支払うもの
とします。 
 
第39条 (割増金等の支払方法) 
第36条(料金の支払方法)の規定は、第37条(割増金)および前条(遅延損害金)の場合について準用します。 
 
第40条 (消費税) 
契約者が当社に対し本サービスに関する債務を支払う場合において、消費税法(昭和63年法律第108号)およ
び同法に関する法令の規定により当該支払について消費税が賦課されるものとされているときは、契約者は、

当社に対し、当該債務を支払う際に、これに対する消費税相当額を併せて支払うものとします。 
 
 
第9章​ 契約者情報 
 
第41条 (通信の秘密) 
１．当社は、通信の秘密に係る契約者の情報について、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第4条を遵守
した取り扱いを行うものとします。 
２．前項にかかわらず、当社は、契約者の同意がある場合、第45条(業務委託)に基づき業務委託を行う際に必
要がある等正当な業務行為である場合並びに法令の定め（当社の事業を管轄する監督官庁が示す指針または

ガイドラインを含む。）に基づいて許容される場合に限り、前項に定める通信の秘密を知得、利用（通信の安全

性確保の観点から、通信記録を統計処理すること、および、その処理結果によって得られた知見について個別

通信の特定を不可能とした上で公開することを含む。）、または第三者に開示する場合があり、契約者はあらか

じめこれらについて同意するものとします。 
 
第42条 (営業秘密等) 
契約者は、本サービスの利用に関し知り得た当社の技術情報、本サービスの内容、その他当社が秘密である

旨指定して契約者に開示する場合の当該情報について、当社があらかじめ承諾した場合を除き、第三者に開

示してはならないものとします。 
 
第43条 (個人情報の取り扱い) 



１．当社は、本サービスの提供に関して取得した個人情報を以下の利用目的の範囲内において取り扱うものと

します。 
① 本サービスの提供にかかる業務を行うこと（業務上必要な連絡、通知等を契約者に対して行うことを含みま
す。） 
② 本サービスレベルの維持向上を図るため、アンケート調査、および分析を行うこと 
③ 当社の取扱うサービスに関する情報（当社の別サービスまたは当社の新規サービス紹介情報等を含む）を、
電子メール等により送付すること 
④ その他契約者から得た同意の範囲内で利用すること 
２．当社は、代金の決済のためクレジットカード情報を取得する場合があります。当該情報は契約者がカード決

済時にご利用された各カード会社を含む各種決済代行事業者に提供し、その後、当社で控えとして当社で定め

た期間保管したのち削除いたします。 
３．当社は、本サービス契約の販売代理者または取次者（以下、「販売代理者等」という）に当社と販売代理者

等との連携により契約者に必要な連絡を行う等、利便を向上する目的で、契約者の氏名および携帯電話番号を

提供することがあります。 
４．当社は、本サービスの提供に係る業務における個人情報の取扱いの全部または一部を第三者に委託する

場合にあっては、当社は、当社の監督責任下において個人情報を第三者に委託するものとします。 
５．契約者による当社への個人情報の提出は任意ですが、本サービス契約の提供に必要な情報が提出されな

い場合は、本サービス契約の提供ができません。 
６．契約者は、当社に対して契約者本人の個人情報に関して、利用目的の通知および個人情報の開示、訂正・

追加・削除、利用停止・提供停止・消去の請求を行うことができます。当該請求の方法は、「個人情報に関する

公表事項」をご確認ください。 
７．当社は、契約者の個人情報を、個人情報保護管理者（コーポレート本部 責任者 03-5155-4673）の統括の
下、適切に管理するものとします。 
 
 
第10章​雑則 
 
第44条 (電磁的方法による意思表示) 
当社および契約者間の書面の交付、通知、提出等は、当社が定める範囲内において、電磁的方法により行うこ

とができるものとします。 
 
第45条 (業務委託) 
当社は、本サービスの提供に必要な業務については、当社の指定する第三者に委託することができるものとし

ます。 
 
第46条 (本サービス利用に必要な役務等) 
本サービスを利用するために必要な電気供給等の役務、装置等は、本約款において明示的に規定されている

場合を除き、契約者の責任において調達するものとします。 
 
第47条 (技術的事項) 
本サービスにおける基本的な技術事項は、別途当社が定めるものとします。 
 
第48条 (報告) 
当社は、契約者に対し、必要に応じ合理的な範囲で、本サービスの利用の状況について報告を求めることがで

きるものとします。この場合において、契約者は、速やかに当該報告を行うものとします。 
 
第49条 (位置情報の送出) 
１．携帯電話事業者がワイヤレスデータ通信にかかる当社との間に設置した接続点と、契約者回線との間の通

信中にその当社にかかる電気通信設備から携帯事業者が別に定める方法により位置情報（その契約者回線に

接続されている移動無線装置の所在にかかる情報をいう。以下、本条において同じとする）の要求があったとき



は、契約者があらかじめ当社への位置情報の送出にかかる設定を行った場合に限り、その接続点へ位置情報

を送出することを、契約者は、あらかじめ承諾するものとします。 
２．当社は前項の規定により送出された位置情報に起因する損害については、その原因の如何によらず、一切

の責任を負わないものとします。 
 
第50条 (情報の収集) 
当社は、本サービスに関し、契約者に技術サポート等を提供するために必要な情報を収集、利用することがあ

ります。契約者は、契約者から必要な情報が提供されないことにより、当社が十分な技術サポート等を提供でき

ないことがあることをあらかじめ了承するものとします。 
 
第51条 (反社会勢力に対する表明保証) 
１．契約者は、自ら又はその役員が暴力団、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団関連企

業・団体その他反社会的勢力（以下、総称して「反社会的勢力」という）ではないこと、反社会的勢力の支配・影

響を受けていないことを表明し、保証するものとします )。 
２．契約者が次の各号のいずれかに該当することが合理的に認められた場合、当社はなんら催告することなく

サービス利用契約を解除することができるものとします。 
①反社会的勢力に属していること 
②反社会的勢力が経営に実質的に関与していること 
③反社会的勢力を利用していること 
④反社会的勢力に対して資金などを提供し、または便宜を提供するなどの関与をしていること 
⑤反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していること 
⑥自らまたは第三者を利用して関係者に対し、次の各号に掲げる行為を行うこと 
　ａ．暴力的な要求行為 
　ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 
　ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
　ｄ．風説を流布、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為 
　ｅ．その他本項記載事項に準ずる行為 
３．前項各号のいずれかに該当した契約者は、当社が当該解除により被った損害を賠償する責任を負うものと

し、自らに生じた損害の賠償を当社に求めることはできないものとします。 
 
 
第52条 (他の電気通信事業者への情報の通知) 
契約者は、料金その他の債務の支払いをしない場合、または前条に定める契約者確認に応じない場合には、

当社が、当社以外の電気通信事業者からの請求に基づき、名称、所在地、契約者識別番号、生年月日および

支払い状況等の情報（契約者を特定するために必要なものおよび支払い状況に関するものであって、当社が別

に定めるものに限る）を当該事業者に通知することにあらかじめ同意するものとします。 
 
第53条 (本サービスの技術仕様等の変更等) 
当社は、本サービスにかかわる技術仕様その他の提供条件の変更または電気通信設備の更改などに伴い、契

約者が使用するSIMカードの改造または撤去などを要することとなった場合であっても、その改造または撤去等
に要する費用について負担しないものとします。 
 
第54条 (分離性) 
本約款の一部分が無効または執行不能と判断された場合でも、残りの条項は引き続き有効に存続し、適用され

るものとします。 
 
第55条 (協議) 
当社および契約者は、本サービスまたは本約款に関して疑義が生じた場合には、両者が誠意を持って協議のう

え解決するものとします。 
 



第56条（初期契約解除） 
1．本契約が個人契約である場合、契約者は、本契約締結後、契約書面の受領日を１日目として８日目までの
間に、本契約を解除する旨の書面を発することにより、契約を解除することができます。ただし、契約者は、契約

解除までのサービス料、工事費用および事務手数料は支払わなければなりません。 
２．法人契約の場合、本条は適用されません。 
 
第57条 (その他) 
本約款から生じる当社の権利は、当社が権利を放棄する旨を契約者に対して明示的に通知しない限り、放棄さ

れないものとします。 
 
 
通則 
 
第1条 (利用料の計算方法等) 
１．利用料の計算は、この料金表に規定する金額により行います。 
２．当社は、契約者がその本サービス契約に基づき支払う利用料のうち、基本使用料、パケット通信料およびユ

ニバーサルサービス料等は料金月（その通信を開始した日と終了した日とが異なる料金月となる場合の通信料

については、その通信を開始した日を含む料金月とします）に従って計算します。ただし、当社が必要と認めると

きは料金月によらず当社が別に定める期間に従って随時に計算します。 
３．当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、前項の料金月の起算日を変更することがあります。 
 
第2条 (割引の取扱い) 
契約者は、その利用契約の種別・時期により、料金表第１表に規定する料金額および当社が定める内容および

条件で割引を受けることができる場合があります。 
 
第3条 (利用料の日割り) 
当社は、課金開始日の属する月については、利用料のうち月額で定める料金の利用日数に応じた日割り計算

を行います。 
 
第4条 (端数処理) 
契約者は、利用料その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、料金表に別段の

定めがあるときを除き、その端数を切り捨てます。 
 
第5条 (利用料の支払い) 
１．契約者は、利用料およびこれにかかる消費税相当額を、当社指定の支払い方法で支払うものとします。な

お、当社指定の支払い方法については、当社ホームページ（http://gtn-mobile.com）に記載します。 
２．利用料の支払いがクレジットカードによる場合、利用料は当該クレジットカード会社のクレジットカード利用規

約において定められた振替日に契約者指定の口座から引き落とされるものとします。 
３．利用料の支払が預金口座振替による場合、利用料は本サービスを利用した月の翌月27日（当日が金融機
関の休業日のときは翌営業日）に契約者指定の金融機関の口座から引き落とされるものとします。 
４．当社は、前項の規定にかかわらず、利用料について、その全部または一部の支払時期を変更することがあ

ります。 


